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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 93,183 7.8 7,115 26.2 7,559 14.1 4,397 25.0
22年3月期第3四半期 86,471 △22.5 5,639 △25.0 6,627 △12.6 3,517 △10.1

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 62.36 ―

22年3月期第3四半期 49.13 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 179,409 120,448 66.7 1,718.04
22年3月期 186,920 120,751 64.2 1,675.56

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  119,662百万円 22年3月期  119,968百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 9.00 ― 10.00 19.00
23年3月期 ― 10.00 ―

23年3月期 
（予想）

11.00 21.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 125,000 7.6 9,600 16.7 10,500 7.2 6,100 16.6 85.20



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信（添付資料）３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.４「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名          － ）、 除外 ―社 （社名          － ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q  74,239,892株 22年3月期  74,239,892株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q  4,589,283株 22年3月期  2,640,764株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q  70,516,976株 22年3月期3Q  71,603,230株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(1)連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期におけるわが国経済は、製造業の生産や輸出に持ち直しの動きがみられましたが、引き続きの円高等もあ

り、先行き不透明な状況のまま推移しました。 

当物流業界におきましては、製造業の生産量増加もあり、昨年に比べて貨物取扱量は増加してきましたが、リーマンショ

ック以前の水準までには回復しておらず、依然として厳しい状況にありました。 

当社グループの売上高につきましては、前年同期比 7.8％増の 931 億 83 百万円となりました。その要因といたしましては、

主要顧客である自動車業界を中心に製造業の生産量が増加し、貨物取扱量が増加したためであります。 

営業利益につきましては、前年同期比 26.2％増の 71 億 15 百万円となりました。その主な要因といたしましては、業務量

の増加や、設備投資の抑制による減価償却費の減少等、固定費の削減によるものであります。 

経常利益につきましては、前年同期比 14.1％増の 75 億 59 百万円となりました。営業外収益につきましては、持分法によ

る投資利益の増加があったものの、前年同期にありました投資有価証券評価益がなくなったことにより、前年同期比 18.5％

減の 11 億 79 百万円となりました。営業外費用につきましては、投資有価証券評価損の発生や為替差損の増加により、前

年同期比 59.8％増の７億 35 百万円となりました。 

四半期純利益につきましては、前年同期にありました早期割増退職金がなくなったこともあり、前年同期比 25.0％増の 43

億 97 百万円となりました。 

 

【セグメント別の概況】 

運 送 事 業 

景気の持ち直しによる輸送量増加や、NIPPON KONPO VIETNAM CO.,LTD.について重要性が増したため、第１四半期

連結会計期間より連結の範囲に含めたことにより、運送事業収入は前年同期比 13.7％増の 439 億円となりました。営業利

益は、売上高の増加や減価償却費の減少等により、前年同期比 38.7％増の 19 億 26 百万円となりました。 

倉 庫 事 業 

取引先の在庫圧縮等がありましたが、倉庫事業収入は前年同期比 0.5％増の 131 億 66 百万円になりました。営業利益

は、固定費の削減等により、前年同期比 10.6％増の 25 億 94 百万円となりました。 

梱 包 事 業 

タイ国の子会社における輸出梱包業務に係る梱包資材が無償支給になったことや、北米において為替の影響による売

上高減少がありましたが、日本国内の業務量増加や、タイ国の子会社における決算日変更に伴う３ヵ月分の売上高増加等

により、梱包事業収入は前年同期比 4.5％増の 251 億 10 百万円となりました。営業利益は、業務の効率化や経費削減によ

り、前年同期比 55.6％増の 18 億 15 百万円となりました。 

テスト 事 業  

主要取引先の業務量減少等により、テスト事業収入は前年同期比 2.0％減の 57 億 86 百万円となりました。営業利益は、

経費削減等の効果により、大幅に増加し 72 百万円となりました。 

 

 

 

 

 

 

 



 

（2)連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

   a.資産 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて 8.2%減の 481 億 19 百万円となりました。これは、主に現金及び預金と有価証

券が減少したことによります。固定資産は、前連結会計年度末に比べて 2.4%減の 1,312 億 90 百万円となりました。これは、

主に有形固定資産、投資有価証券が減少したことによります。この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて 4.0%減の

1,794 億９百万円となりました。 

b.負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて 22.1%減の 219 億 16 百万円となりました。これは、主に短期借入金と未払法

人税等が減少したことによります。固定負債は、前連結会計年度末に比べて 2.6%減の 370 億 44 百万円となりました。こ

れは、主に長期借入金、繰延税金負債が減少したことによります。この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて

10.9%減の 589 億 60 百万円となりました。 

c.純資産 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて 0.3%減の 1,204 億 48 百万円となりました。これは、主に自己株式の増加

及びその他有価証券評価差額金の減少によるものです。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて

10 億 31 百万円増加し、148 億 48 百万円となりました。 

当第３四半期連結会計期間末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

a.営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は 56 億 67 百万円となり、前第３四半期連結累計期間に比べ 14 億 70 百万円増加いた

しました。この要因といたしましては、仕入債務の増減額によるキャッシュ・フローの増加、税金等調整前四半期純利益

の増加が主なものであります。 

b.投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果得られた資金は 44 億 39 百万円となり、前第３四半期連結累計期間に比べ 200 億 77 百万円増加い

たしました。この要因といたしましては、有価証券の売却による収入の増加、有形固定資産の取得による支出の減少が

主なものであります。 

c.財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果支出した資金は 89 億 91 百万円となり、前第３四半期連結累計期間に比べ 98 億 96 百万円増加いた

しました。この要因といたしましては、長期借入金の返済による支出の増加、長期借入れによる収入の減少が主なもの

であります。 

 

(3)連結業績予想に関する定性的情報 

通期の業績予想につきましては、平成 22 年５月 11 日に発表いたしました業績予想に変更はありません。 

なお、業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づくため、実際の業績は今後様々な要因により

記載の予想の数値と異なる可能性があります。 

 

 

 



 

２．その他の情報 

(1)重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

 

（2）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の連結グループ各社の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

         

(3)会計処理の原則･手続、表示方法等の変更の概要 
 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。当

社及び連結子会社において、これによる連結財務諸表への影響はありません。 

 

②連結子会社の事業年度等に関する事項 

従来、連結子会社のうち、A.N.I. LOGISTICS,LTD.、NIPPON KONPO(THAILAND)CO.,LTD. 及び日梱物流（中国）有限

公司の決算日は12月31日とし、連結財務諸表の作成に当たっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってまいりました。この度、より実態に即した経営情報を把握する

ために、第１四半期連結会計期間より、決算日変更の対応が可能となったA.N.I. LOGISTICS,LTD.、NIPPON 

KONPO(THAILAND)CO.,LTD.について、決算日を3月31日に変更しております。これにより、A.N.I. LOGISTICS,LTD.、

NIPPON KONPO(THAILAND)CO.,LTD.については、平成22年１月１日から平成22年12月31日までの財務諸表を連結して

おります。 



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,615 12,158

受取手形及び売掛金 23,039 21,650

有価証券 11,942 15,096

商品及び製品 32 33

原材料及び貯蔵品 541 525

繰延税金資産 1,416 1,410

その他 1,545 1,558

貸倒引当金 △15 △38

流動資産合計 48,119 52,395

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 39,939 42,008

機械装置及び運搬具（純額） 2,416 2,891

工具、器具及び備品（純額） 744 850

土地 59,898 59,203

リース資産（純額） 33 41

建設仮勘定 799 680

有形固定資産合計 103,831 105,675

無形固定資産   

のれん 315 356

その他 1,620 1,575

無形固定資産合計 1,935 1,931

投資その他の資産   

投資有価証券 22,143 23,250

長期貸付金 127 445

繰延税金資産 1,631 1,641

その他 1,719 1,662

貸倒引当金 △99 △81

投資その他の資産合計 25,522 26,918

固定資産合計 131,290 134,525

資産合計 179,409 186,920



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,714 9,214

短期借入金 1,571 6,477

1年内償還予定の社債 400 400

リース債務 11 11

未払法人税等 1,131 2,649

賞与引当金 1,024 2,200

役員賞与引当金 135 190

設備関係支払手形 698 441

その他 7,228 6,542

流動負債合計 21,916 28,127

固定負債   

社債 16,000 16,200

長期借入金 10,590 11,117

リース債務 23 31

繰延税金負債 4,390 4,695

退職給付引当金 4,924 4,777

役員退職慰労引当金 816 884

その他 300 334

固定負債合計 37,044 38,041

負債合計 58,960 66,168

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,316 11,316

資本剰余金 12,332 12,332

利益剰余金 97,558 94,524

自己株式 △6,127 △4,124

株主資本合計 115,079 114,048

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6,632 7,080

為替換算調整勘定 △2,048 △1,160

評価・換算差額等合計 4,583 5,919

少数株主持分 785 783

純資産合計 120,448 120,751

負債純資産合計 179,409 186,920



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 86,471 93,183

売上原価 75,951 81,093

売上総利益 10,519 12,089

販売費及び一般管理費 4,880 4,974

営業利益 5,639 7,115

営業外収益   

受取利息 341 199

受取配当金 160 214

受取賃貸料 56 53

持分法による投資利益 114 266

投資有価証券評価益 401 －

雑収入 374 445

営業外収益合計 1,448 1,179

営業外費用   

支払利息 333 286

為替差損 58 185

投資有価証券評価損 － 214

雑支出 67 48

営業外費用合計 460 735

経常利益 6,627 7,559

特別利益   

固定資産売却益 28 18

貸倒引当金戻入額 4 24

役員退職慰労引当金戻入額 － 9

抱合せ株式消滅差益 9 －

その他 1 6

特別利益合計 43 58

特別損失   

固定資産売却損 8 5

固定資産除却損 23 41

早期割増退職金 230 －

その他 － 0

特別損失合計 262 46

税金等調整前四半期純利益 6,408 7,571

法人税等 2,827 3,145

少数株主損益調整前四半期純利益 － 4,426

少数株主利益 63 28

四半期純利益 3,517 4,397



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 6,408 7,571

減価償却費 4,543 3,981

のれん償却額 41 41

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,207 △1,175

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △87 △54

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7 △4

退職給付引当金の増減額（△は減少） △118 148

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12 △67

受取利息及び受取配当金 △502 △413

支払利息 333 286

持分法による投資損益（△は益） △114 △266

固定資産売却損益（△は益） △19 △13

固定資産除却損 18 16

売上債権の増減額（△は増加） △189 △1,275

その他の資産の増減額（△は増加） 296 37

仕入債務の増減額（△は減少） △1,589 586

その他の負債の増減額（△は減少） △701 324

その他 △532 151

小計 6,584 9,874

利息及び配当金の受取額 481 590

利息の支払額 △331 △303

法人税等の支払額 △2,538 △4,493

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,196 5,667

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,875 △4,109

定期預金の払戻による収入 379 5,689

有価証券の取得による支出 △7,620 △2,704

有価証券の売却による収入 2,302 8,233

有形固定資産の取得による支出 △7,211 △1,760

有形固定資産の売却による収入 114 75

無形固定資産の取得による支出 △24 △144

投資有価証券の取得による支出 △2,858 △850

投資有価証券の売却による収入 998 1,413

関係会社株式の取得による支出 － △1,182

貸付けによる支出 △397 △292

貸付金の回収による収入 554 70

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,638 4,439



（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,800 1,911

短期借入金の返済による支出 △1,810 △1,800

長期借入れによる収入 3,027 －

長期借入金の返済による支出 △571 △5,539

社債の償還による支出 △200 △200

自己株式の増減額（△は増加） △5 △2,002

配当金の支払額 △1,288 △1,412

少数株主への配当金の支払額 △25 △26

その他 △20 78

財務活動によるキャッシュ・フロー 905 △8,991

現金及び現金同等物に係る換算差額 △21 △176

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △10,557 939

現金及び現金同等物の期首残高 24,185 13,816

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 287 92

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

32 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 13,947 14,848



(4)継続企業の前提に関する注記 

 

  該当事項はありません。 

 

(5)セグメント情報 

 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

 

前第３四半期連結累計期間（平成 21 年 4月 1日～平成 21 年 12 月 31 日）                    （単位：百万円） 

 運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業 その他事業 計 消去又は全社 連結 

 売上高及び営業損益  

  売 上 高          

(1)外部顧客に対する売上高         

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高         

38,601

112

 

 

13,100 

195 

24,035

279

5,902

12

4,831

527

 

 

86,471 

1,126 

－

( 1,126 )

86,471

－

計 38,713 13,296 24,314 5,914 5,359 87,598 ( 1,126 ) 86,471

  営 業 費 用 37,324 10,950 23,148 5,909 4,832 82,165 ( 1,334 ) 80,831

  営 業 利 益 1,388 2,345 1,166 5 526 5,432 207 5,639

（注）1.事業区分は売上集計区分によっております。 

2.各事業の主な内容 

(1)運 送 事 業……四輪・二輪完成自動車及び自動車部品・住宅設備・農業用機械の輸送 

(2)倉 庫 事 業……四輪・二輪完成自動車及び自動車部品・住宅設備・農業用機械の保管 

(3)梱 包 事 業……作業請負・自動車部品等の納入代行・輸出梱包 

(4)テスト事業……預り商品のテスト 

(5)その他事業……通関業・車両等の修理・石油製品の販売・損害保険代理業・不動産の売買、賃貸及びその仲介管理・

廃棄物の処理及び収集に関する事業 

3.配賦不能営業費用に該当するものはありません。 

4.事業区分の方法の変更 

      事業区分の方法については、従来、事業の種類・性質の類似性等の観点に基づき４区分としていましたが、前第４四半

期連結会計期間より、従来「その他事業」セグメントに含めて表示していたテスト事業については、金額的重要性が増し

たため「テスト事業」セグメントとして区分掲記し、５区分に変更しました。なお、前第３四半期連結累計期間のセグメ

ント情報を当第３四半期連結累計期間において用いた事業区分の方法により区分すると、テスト事業の売上高が    

78億57百万円（うち外部顧客に対する売上高78億52百万円）となり、その他事業の売上高が同額減少します。また、テス

ト事業の営業利益が7億58百万円となり、その他事業の営業利益が同額減少します。 

 

〔所在地別セグメント情報〕 

 

前第３四半期連結累計期間（平成 21 年 4月 1日～平成 21 年 12 月 31 日）                    （単位：百万円） 

 日 本 北 米 アジア 計 消去又は全社 連 結 

 売上高及び営業損益 

  売 上 高          

(1)外部顧客に対する売上高         

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高         

 

 

77,569 

89 

5,523

36

3,378

29

86,471

155

 

 

－ 

( 155 ) 

86,471

－

計 77,658 5,559 3,407 86,626 ( 155 ) 86,471

  営 業 費 用 72,422 5,214 3,349 80,986 ( 155 ) 80,831

  営 業 利 益 5,236 345 57 5,639   (  0 )

 

5,639

（注）1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   2．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   （1）北米……米国 

   （2）アジア……タイ、中国 

3.配賦不能営業費用に該当するものはありません。 

 

 



 

〔海外売上高〕 

 

前第３四半期連結累計期間（平成 21 年 4月 1日～平成 21 年 12 月 31 日）              （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高      5,523 3,406 0 8,930

Ⅱ 連結売上高 － － － 86,471

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合(%) 
6.4 3.9 0.0 10.3

（注）1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   2．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   （1）北米……米国 

   （2）アジア……タイ、中国、インドネシア、ベトナム、マレーシア、フィリピン、シンガポール 

      （3）その他……イタリア 

      3．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

〔セグメント情報〕 

 

1.報告セグメントの概要 
 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決

定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、提供するサービスの種類により、「運送事業」、「倉庫事業」、「梱包事業」及び「テスト事業」の４つを報告セ

グメントとしております。 

「運送事業」は、四輪・二輪完成自動車及び自動車部品、住宅設備、農業用機械等の輸送を行っております。「倉庫事業」

は、四輪・二輪完成自動車及び自動車部品、住宅設備、農業用機械等の保管を行っております。「梱包事業」は、作業請負、

自動車部品等の納入代行、輸出梱包等を行っております。「テスト事業」は、預り商品のテスト等を行っております。 

 

2.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

 当第３四半期連結累計期間（自平成 22 年４月 1日 至平成 22 年 12 月 31 日） 

                                                  (単位:百万円) 

報告セグメント 
 

運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業 計 

その他 

(注) 
合計 

売上高 

外部顧客への売上高 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

        

43,900 

 

146 

 

 

13,166

 

211

 

 

25,110

 

302

 

 

5,786

 

18

         

 

87,963

 

678

 

 

5,220 

 

671 

 

 

93,183

 

1,349

 

計 44,046 13,378 25,412 5,804 88,641 5,891 94,533

セグメント利益 1,926 2,594 1,815 72 6,409 492 6,901

 （注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通関事業及び自動車の修理事業等を含んで

おります。 

 

 

 

 

 

 



 

3.報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

 

                                        (単位:百万円) 

利益  金額 

6,409

492

報告セグメント計 

「その他」の区分の利益 

その他の調整額(注) 214

四半期連結損益計算書の営業利益 7,115

 （注）その他の調整額は、営業取引と営業外取引の消去時に生じる差額であります。 

 

4.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 

  該当事項はありません。 

 

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しておりま

す。 

 

 

 (6)株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 

(自己株式の取得) 

当社は、平成22年８月５日開催の取締役会において、自己株式を取得することを決議し、平成22年８月６日に自己株式

1,945,000株、1,999百万円を取得しております。この結果、当第３四半期連結会計期間末において自己株式が6,127百万円

となっております。                                                   
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